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参考資料

浦安市被災者生活再建支援金支給規則（令和２年規則第21号）の一部改正

（下線の部分が改正部分）

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

(1) 住宅 災害の被害認定基準について（令和３年６月24日付け府政防第670

号内閣府政策統括官（防災担当）通知。以下「認定基準」という。）に規

定する住家をいう。

(2)・(3) 省 略

(4) 住宅被害支援金 支援金のうち、住宅の被害の程度に応じて支給するも

のをいう。

(5) 住宅再建支援金 支援金のうち、住宅を再建する方法に応じて支給する

ものをいう。

（支給の対象者）

第４条 支援金の支給の対象となる者は、対象自然災害が発生した際に市内に

居住していた世帯であって、次の各号のいずれかに該当する世帯（以下「被

災世帯」という。）の世帯主とする。ただし、法第３条の規定による被災者

生活再建支援金の交付を受けた被災世帯については、支援金の支給の対象と

しない。

(1)～(3) 省 略

(4) 対象自然災害により、その居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天

井のいずれかの室内に面する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行

わなければ当該住宅に居住することが困難であると認められる世帯（以下

「中規模半壊世帯」という。）

（支給の申請）

第６条 支援金の支給を受けようとする被災世帯の世帯主は、浦安市被災者生

活再建支援金支給申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市

長に申請しなければならない。

(1)～(3) 省 略

（定義）

第２条 同 左

(1) 住宅 災害の被害認定基準について（平成13年６月28日付け府政防第518

号内閣府政策統括官（防災担当）通知。以下「認定基準」という。）に規

定する住家をいう。

(2)・(3) 同 左

(4) 基礎支援金 支援金のうち、住宅の被害の程度に応じて支給するものを

いう。

(5) 加算支援金 支援金のうち、住宅を再建する方法に応じて、基礎支援金

に加算して支給するものをいう。

（支給の対象者）

第４条 同 左

(1)～(3) 同 左

（支給の申請）

第６条 同 左

(1)～(3) 同 左
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（下線の部分が改正部分）

改 正 後 改 正 前

(4) 住宅再建支援金の申請を行う場合にあっては、住宅の建設、購入、補修

又は賃借に係る契約書等の写し

(5)・(6) 省 略

２ 前項の規定による申請は、当該支援金の支給に係る対象自然災害が発生し

た日から起算して、住宅被害支援金にあっては13月を経過する日までに、住

宅再建支援金にあっては37月を経過する日までに行わなければならない。た

だし、市長は、必要があると認めるときは、その期間を延長することができ

る。

別表（第５条）

被災世帯の区分 住宅被害支援金 住宅再建支援金

省 略

中規模半壊世帯 建設又は購入 100万円

補修 50万円

賃借（公営住宅への

入居を除く。）

25万円

備考

１ 自然災害の発生時においてその属する者の数が１である被災世帯に対

する住宅被害支援金及び住宅再建支援金の額は、上記の金額に４分の３

を乗じて得た額とする。

２ 被災世帯の区分のうち、２以上に該当するときの当該世帯主に対する

住宅被害支援金の額は、100万円を限度とする。

３ 住宅再建支援金の区分のうち、２以上に該当するときの当該世帯主に

対する住宅再建支援金の額は、該当する住宅再建支援金の区分に定める

額のうち最も高いものを限度とする。

４ 既に交付された住宅被害支援金又は住宅再建支援金がある場合におい

て、新たに交付する住宅被害支援金又は住宅再建支援金の額は、この表

に規定する住宅被害支援金又は住宅再建支援金の額から既に交付された

住宅被害支援金又は住宅再建支援金を控除した額とする。

(4) 加算支援金の申請を行う場合にあっては、住宅の建設、購入、補修又は

賃借に係る契約書等の写し

(5)・(6) 同 左

２ 前項の規定による申請は、当該支援金の支給に係る対象自然災害が発生し

た日から起算して、基礎支援金にあっては13月を経過する日までに、加算支

援金にあっては37月を経過する日までに行わなければならない。ただし、市

長は、必要があると認めるときは、その期間を延長することができる。

別表（第５条）

被災世帯の区分 基礎支援金 加算支援金

同 左

備考

１ 自然災害の発生時においてその属する者の数が１である被災世帯に対

する基礎支援金及び加算支援金の額は、上記の金額に４分の３を乗じて

得た額とする。

２ 被災世帯の区分のうち、２以上に該当するときの当該世帯主に対する

基礎支援金の額は、100万円を限度とする。

３ 加算支援金の区分のうち、２以上に該当するときの当該世帯主に対す

る加算支援金の額は、該当する加算支援金の区分に定める額のうち最も

高いものを限度とする。

４ 既に交付された基礎支援金又は加算支援金がある場合において、新た

に交付する基礎支援金又は加算支援金の額は、この表に規定する基礎支

援金又は加算支援金の額から既に交付された基礎支援金又は加算支援金

を控除した額とする。
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（下線の部分が改正部分）

改 正 後 改 正 前
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（下線の部分が改正部分）

改 正 後 改 正 前
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（下線の部分が改正部分）

改 正 後 改 正 前
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（下線の部分が改正部分）

改 正 後 改 正 前

附 則

この規則は、公布の日から施行する。


